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議決権制限株式， 譲渡制限株式， 取得請求権付株式， 取得条項付










































































































４２ 松山大学論集 第１７巻 第１号
営者）には，大きな経営判断が要求されるという記事を紹介した。従来は，経
営者は，その全知全能を傾注して事業について，経営判断に努めればたりると
考えられていた。しかし，今日の経営者等に求められている経営判断は，非常
に多岐にわたっているし，高度の判断が求められている。例えば，会社の利益
配当といえば，ほんの少し前までは，毎年一定の利益配当で，会社の業績に連
動しないことが良いこととされていた。しかし，現在では，利益配当は剰余金
の処分に関する経営判断を要する問題であり，剰余金があまりにも大きいと株
主に適切に利益を還元していない会社といわれる。また，フジテレビのように
利益配当を高率にして敵対的買収への予防手段とすることもある。このように
規定は変わらないが，社会の考えが変わって，経営判断を要求するという現象
もある。また，例えば，取締役の報酬規定が改正され，業績連動ということが
前提となった面では，従来の取締役報酬が従業員の給料体系と連動した体系で
あったのに対して，従業員の給料体系とは分離した専門家としての業績連動の
年俸制が求められている。この報酬の原案を考えることは，かなり高度の経営
判断である。
新会社法によって，選択肢が拡大すれば，それだけ経営判断が求められる場
面が拡大し，定款自治が拡大すれば，それだけ経営判断を要する場面が拡大する。
これらを整理していうならば，以下のような主な事項が経営判断について従
来以上に問題となりうるであろう。すなわち，事業遂行における経営判断，
組織形成における経営判断，資金調達における経営判断，事業再編成に
おける経営判断，企業買収，また敵対的買収への経営判断，剰余金に関す
る株主還元策における経営判断，取締役の報酬など業績連動の報酬体系構築
における経営判断，企業の社会的責任に関する経営判断，	法令遵守におけ
る経営判断，等である。
規制緩和の新会社法の下では，社外取締役を中心にした組織を構築するとい
うことが，会社経営のあらゆる場面における経営判断に対する客観的な社会か
らの信頼のバロメーターになろうとしていると思われる。
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